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Ⅰ　はじめに
2017 年 9 月，ペルー・リマでの国際オリンピッ
ク委員会（以下，「IOC」という．）総会において，
















東京大会の大会開催費用は，2016 年 12 月には





公表された最大 1兆 8000 億円の大会開催費用は，
立候補ファイルの段階から 3倍近く膨れ上がって
いることとなる．その後，大会開催費用は削減が
図られ，2017 年 5 月には 1兆 3850 億円（以下，「大
会開催費用 Ver.1.2」という．）3），2017 年 12 月















































































































IOC は 2011 年 5 月に立候補受付手続きを公表
している．これにより第一次の大会計画書である
申請ファイルの提出が IOC から申請都市に求め
表 1　 第 18 回・24 回・32 回オリンピック競技大会及び第 16 回パラリンピック競技大会における閣議了解









日付 昭和 32 年 10 月
4 日
昭和 40 年 9 月 3 日 平成 23 年 12 月 13 日



















































































し 2012 年 2 月 13 日に提出している10）．ここでは
東京都が IOC に提出した申請ファイルの財政計
画について整理・考察することとする．申請ファ






































































ち 43％に当たる 15 会場が既設施設，57％に当た
















2012 年 5 月に東京都が立候補都市に選定され
ると，IOC からは 2020 年立候補都市マニュアル
が提示された．東京都は，この立候補都市マニュ
アルにしたがい立候補ファイルを作成し，2013












































約 995 億円，合計で約 3855 億円．セキュリティ，
輸送，医療などの運営費用として，公的資金が約
253 億円，民間資金が約 219 億円，合計で約 472
億円．非大会組織委員会の設備投資と運営費用で
は，合わせて公的資金が約 3113 億円，民間資金


























では約 2500 億円注 3），東京都では約 3013 億円で
あり，非大会組織委員会予算については，ロンド
ンでは約 5000 億円注3），東京都では約 4327 億円，
この時点の大会開催費用としては，ロンドンが約






















2013 年 9 月に東京都が開催都市に決定後，大
会開催費用が著しく増大する懸念がもたれるとと
もに，複数の競技会場の変更などが行われてきた．


























































































2015 年 1 月には，施行予定者が概算工事費を
3088 億円と算出しており，同年 2月には設計 JV
の実施設計により建設物価や消費税率の上昇影響
で概算工事費は 2100 億円になることを JSC が公















新たな事業者が決定し，総工費 1490 億円で 2016
年 10 月に契約され 2019 年 11 月の竣工をめざし






































約 1500 億円であったものが 2014 年の見積もりで



















298 億円，アクアティクスセンターでは 683 億円
から 514 〜 529 億円，有明アリーナは 404 億円か
ら 339 億円にそれぞれ見直され，総額で約 400 億
円が削減されている20）．このほか，2016 年 8 月
の IOC 総会で決定した野球・ソフトボールや空
手など追加種目（5競技 18 種目）についても同








































2016 年 12 月 21 日，大会組織委員会は，はじ
めて正式な大会開催費用を公表した．東京都，大
会組織委員会，政府，IOC の 4 者協議の会合で










IOC のアジェンダ 2020 を踏まえた東京都知事に
よる恒久施設の見直しがあり 2343 億円が削減さ






























2017 年 5 月，ようやく大会開催費用の総額を 1
兆 3850 億円とし，このうち東京都と大会組織委






















で東京大会は 2017 年 12 月に新たな大会開催費用
を 1 兆 3500 億円（大会開催費用 Ver.2）と公表
した4）．これは，2017 年 5 月に公表された大会開







































会場関係 8350 8100 ▲ 250
　恒久施設 3450 3450 0
　仮設等 3400 3150 ▲ 250
　エネルギーインフラ 500 450 ▲	50
　テクノロジー 1000 1050 50
大会関係 5500 5400 ▲ 100
　輸送 800 500 ▲ 300
　セキュリティ 1050 1000 ▲	50
　オペレーション等 3650 3900 250







































図 1　東京 2020 年オリンピック・パラリンピック競技大会における大会開催費用の推移




























































































































































































































detail（参照 2017 年 12 月 23 日）














9）	 日比野幹生，東京 2020 年オリンピック・パラ
リンピック競技大会の財政的課題の検討：立
候補から大会開催費用Version1 までを対象と
し て， ス ポ ー ツ の 歴 史 と 文 化 の 探 求，
2017:143-157.





















































index.html（参照 2017	年 6 月 1 日）
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